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門真市石原北・大倉西地区宅地計画業務委託 

特記仕様書 

 
第１条（適用範囲） 

本仕様書は、門真市石原北・大倉西地区宅地計画業務委託（以下「本業務」という。）につい

て適用する。 

 

第２条（目的） 

当地区は、門真市の北西部に位置し、高度経済成長期の急激な人口増加に伴い、道路・公園等

の基盤整備がなされないまま、大量の木造共同住宅や店舗併用住宅等が建設され、密集市街地が

形成された。これらの木造共同住宅等の老朽化や空き家の増加により、現在、地区の衰退や住環

境が悪化しており、危険な密集市街地の解消へ向け早急に整備していく必要がある。 

本市では、密集市街地解消の取組みとして、令和３年３月に新たな「密集市街地整備アクショ

ンプログラム」を策定し、同プログラムに基づき、道路拡幅整備や除却補助制度等を活用し、早

期の解消に向け、事業を推進しているところである。 

また、古川橋駅周辺においては、地元組織である門真市幸福町・垣内町・中町まちづくり協議

会が中心となりながら、より多くの関係者や新たな担い手を巻き込み、官民連携で取組んでいく

ため、民間と行政が参画するプラットフォームを構築し、古川橋駅周辺のまちの将来イメージを

共有する未来ビジョンを令和５年度３月に策定し、官民連携による事業を推進しているところで

ある。これらの取組みや事業完了の石原東・大倉西地区に隣接していることから、対象エリア内

の約３分の１の地権者の方々が、まちづくり説明会に参加し、機運が高まっている。 

本業務では、「地震時等に著しく危険な密集市街地（平成 24 年 10 月国土交通省公表）」の早期

解消に向け、延焼遮断帯形成を図る面整備（土地区画整理事業等）に向け、計画的なまちづくり

推進のため、基本計画の作成等を検討することを目的とする。 

 

第３条（調査区域） 

 本業務の調査区域は、別紙位置図に示す約 2.3 ヘクタールとする。 

 

第４条（主任技術者等） 

 本業務を遂行するに当たって、受注者は発注者の意図及び目的を十分に理解した上で、経験の 

ある主任技術者を定め、発注者の承認を受けるものとする。また、照査技術者をはじめ、本業務 

の適正な進捗を図るため、必要な知識を有する技術者等を配置しなければならない。 

 

第５条（提出書類） 

 受注者は、本業務の実施にあたり、以下の書類を提出しなければならない。 

 ⑴ 着手届 

 ⑵ 管理技術者及び主任技術者届 

 ⑶ 業務の実施体制名簿（各技術者等の作業内容を明記） 

 ⑷ 業務計画書 

 ⑸ 工程表 
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第６条（資料収集） 

 発注者は、本業務の実施にあたり関係資料等を貸与するものとする。なお、受注者は発注者に

より貸与される関係資料等についてその重要性を認識し、取扱い及び保管を慎重に行わなければ

ならない。また、貸与した関係資料等については目的完了後、速やかに返還しなければならない。 

 その他、受注者は、国等の動向を注視し、本業務に有益な資料を自ら収集するものとする。 

 

第７条（個人情報等の保護） 

 本業務を処理するための個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成

15 年法律第 57号）及び別紙「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

 

第８条（損害賠償） 

 受注者は、本業務実施中に生じた諸事故に対しては、その責任を負い、受注者の責任において

その一切の処理を行うものとする。 

 

第９条（打合せ及び協議） 

 本業務の実施にあたっては、検討の進捗段階など、必要に応じて発注者と受注者が十分な打合

せ及び協議を行いながら進めるものとする。 

 

第 10 条（検査） 

 受注者は、完了検査として本業務の履行期間内に発注者による成果品の検査を受けるものとし、

完了検査の合格をもって本業務を完了するものとする。検査において、修正等を指示された箇所

は、直ちに対応しなければならない。また、本業務完了後において、明らかに受注者の責に伴う

業務の瑕疵が発見された場合は、発注者の指示により、受注者の負担において直ちに該当箇所の

修正を行わなければならない。 

 

第 11 条（成果品の帰属） 

 本業務の成果品等はすべて発注者への帰属とし、受注者は発注者の許可なく成果品等を公表又

は貸与してはならない。 

 

第 12 条（履行期間及び支払い方法） 

 本業務における履行期間は、契約締結日から令和７年３月 31 日までとする。 

２ 支払い方法については完了払いとする。 

 

第 13 条（業務内容） 

 業務内容は、以下のとおりとする。 

⑴ 施行地区の設定 

調査区域の現況（上位計画の位置づけ、人口、土地利用及び都市施設等）を把握し、実現可

能な施行区域を検討し、決定を行うものとする。 

⑵ 基本計画の作成 
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調査区域の土地利用計画、スケジュール及び事業フレームの概略検討をヒアリングや意向調

査を基に数案作成するものとする。 

⑶ 権利調査 

区域内の権利関係の調査を行う。 

⑷ まちづくり事業調査（準備編） 

事業についての関係権利者向け説明会を実施するための資料作成及び説明会補助を行うも

のとする。準備組合発足に向けた権利者への仮同意取得援助及び結成届出書の作成等を行うも

のとする。 

 
第 14 条（成果品） 

 本業務の成果品は次のとおりとする。 

① 報告書（Ａ４判 バインダー綴り）        正副 各１部 

⑴ 施行地区の設定 

  ・位置図（S=1/1,000～1/2,500）・施行地区区域図（S=1/1,000～1/2,500） 

・調査資料 等 

⑵ 基本計画の作成 

  ・位置図（S=1/2,500～1/5,000）・設計図（S=1/1,000～1/2,500） 

・市街化予想図（S=1/1,000～1/2,500）・基本計画書 等 

⑶ 権利調査 

  ・公図（地図）写し（S=1/2,500～1/5,000）・申請地番一覧表・謄本又は証明書 

  ・不突合調書・土地各筆調書・総括表・名寄簿 等 

⑷ まちづくり事業調査（準備編） 

  ・説明会資料・説明会議事録・発起人届・発起人申請書・発起人会資料・ 

  ・発起人会議事録 等 

② 報告書概要版（Ａ３・１枚程度）             正副 各１部 

  ・①報告書の説明用資料として取りまとめた概要版資料 

③ その他参考資料（図面等）                １式 

④ 報告書電子媒体                     １式 

・DVD-ROM に上記①から③の全ての電子データを保存し提出すること。（ワードデータ、エ

クセルデータ、パワーポイントデータ、撮影写真 JPEG データ、CAD データ等、本業務で

作成した資料全て） 

 

第 15 条（その他） 

 ⑴ 受注者は、業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を除き、業務の適

正な履行を確保するために必要な範囲において、発注者の承諾を得た上で、業務の一部を再

委託することができる。 

 ⑵ 本業務の履行上知り得た内容については、何人にも漏らしてはならない。本業務完了後も

同様とする。 


